
中小企業の成長のための支援策の創設について

【担当省庁】経済産業省、中小企業庁

中小企業の成長のための総合的な交付金制度の創設
、◆ 地域経済を支える中小企業・小規模事業者を育成するためには

企業の成長ステージごとのニーズに応じた一貫した支援が有効で

ある。

このため、京都府では、産業支援機関と連携して中小企業の伴

走型支援を行っており、これを一層推進するため、ものづくりの

試作・研究開発・販路開拓・設備投資まで一度の申請で切れ目な

く支援できる補助制度と設備投資資金融資制度も利用できる制度

を創設することとしている。

国においても、研究開発や販路開拓など目的ごとに細分化され

研究開発から販路開拓まで切れ目なくている補助制度を統合し、

一体的に支援するための総合的な交付金制度を創設していただき

たい。

◆ 中小企業・小規模事業者の成長のためには、中小企業等を支え

る人材の育成が不可欠である。しかしながら、現行の中小企業大
学校は全国に９ヵ所しかなく、より多くの中小企業人材を育成す
るには、各都道府県ごとにそうした機能を担う機関を設置するこ
とが重要である。
このため、京都府では、行政・産業界が一体となって、次代を

担う人材開発・育成・確保等の人材育成機能や 中小企業の交流・、
マッチングによるイノベーション創出支援機能、海外を含めた市
場開拓支援機能、伴走型支援機能など、地域産業の成長支援戦略

機能を備えた拠点となる を予「京都経済センター（仮称 」の整備）

定している。

総合的な人ついては、こうした都道府県単位で中小企業人材の

材育成を行う拠点施設の整備・運営についての支援制度を創設し

ていただきたい。

「対日投資センター（仮称 」の設立及び京都への設置）
◆ 京都府では、国際的な経済活動の拠点化を目指す国家戦略特区
の指定や、歴史・伝統に育まれた技術を持つ中小企業・大学等学
術研究機関の集積を強みに、産学公が連携して外資系企業の京都
への誘致を進めている。

平成 26年 6月 京都府



国においても、対日直接投資推進会議を設置し、対日投資拡大

の取組を進めておられるところであるが、対日直接投資は地域産

業の競争力強化にも寄与するものであり、単なる外資系企業の誘

致にとどまらず、日本に進出後も地域の情報と外資系企業をつな

ぎ、地域の中小企業の成長に結びつけることが重要である。

ついては、東京への一極集中を是正し、日本全体の持続的成長

に結びつけるためにも、中小企業とのマッチング、研究開発、人

「対日材斡旋など外資系企業の地域への進出を総合的に支援する

いただくとともに、国投資センター（仮称 」を全国に数カ所設立）

として、国際的な経済活動の拠点形成を図る国家戦略特区に指定

されている していただきたい。京都に設置

※外国企業から見た京都府の魅力

・医療・ライフ分野の国際的イノベーション拠点の形成を目指す国家戦略特

別区域に指定

・高度な技術開発に関する研究機関が集積するけいはんな学研都市

・研究開発に強みを持つオンリーワンな技術を有する企業から京都試作プラ

ットフォームの企業群や伝統産業まで厚みある産業の集積

・京都大学をはじめとする最先端の研究を行っている大学の集積

・映画、アニメ、ゲーム、和装、伝統産業、和食等のコンテンツ産業の集積

中小企業の事業承継への支援制度の構築
◆ 高度な技術力やブランドを有し、業績が良好な中小企業であっ

、 、 、ても 一部不採算部門の存在のために 事業承継がうまくいかず

廃業するケースがある。

ついては、優良な中小企業が継続的に発展し、地域経済が活性

不採算部門から撤退するための施策化するよう、事業承継の際に

していただきたい。について創業促進補助金の活用も含めて制度構築

＜現状・課題等＞

◎ 京都経済センター（仮称）での中小企業支援施策（案）
①中小企業を支える人づくり機能

ＭＯＴ人材の計画的な育成、即戦力人材や伝統技術の継承、OJTによる従業員

のスキルアップなど産業ニーズに対応した人材育成 等

②中小企業が集い交流し、新たな価値を生み出す機能

経営者と学生、ＮＰＯなどのコラボレーションを促進し起業家を輩出 等

③多様なイノベーションを喚起し続ける機能

府域全体の成長・発展を実現するイノベーション創出・産業振興拠点づくり 等
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④中小企業をワンストップで伴走しながら応援する機能

支援企業すべてのカルテを整備し 支援情報集約によるリアルタイムでの経営、

診断を実現 等

◎ オール京都による外資系企業誘致の取組
京都外国企業誘致連絡会による共同誘致活動
・発足 平成15年５月
・構成 京都府、京都市、京都商工会議所、(公財)関西文化学術研究都市推

進機構、京都リサーチパーク（株）
・目的 外国企業誘致の窓口一元化及びサポート体制の整備による京都への

外国企業誘致の促進、京都経済の活性化
・実績 10件（～25年度）

ＳＥＷ－オイロドライブ・ジャパン ドイツ ＬＧ京都Ｒ＆Ｄ研究（ ）、
所（韓国）、エレクトリックフィル・オートモーティブ（フランス）等

【京都府の担当部局】

商工労働観光部 商業・経営支援課 075-414-4816

ものづくり振興課 075-414-5103

海外経済課 075-414-4863


